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「広島県デジタル・ＡＩ推進プラン」の策定について 
 

１ 要旨・目的 

  「広島県デジタル・ＡＩ推進プラン」（以下「プラン」という。）について、パブリックコ

メント（県民意見募集）の結果等を踏まえ、策定した。 

 

２ 現状・背景 

現行の「広島県行政デジタル化推進アクションプラン」（令和３年８月策定、令和６年２月

改定）及び「広島県ＤＸ加速プラン」（令和４年 11 月策定）の取組期間が終了となるととも

に、生成ＡＩをはじめとした新たなデジタル技術の進化等の変化を踏まえた取組が必要。 

（これまでの経緯） 

令和８年８月 19日       総務委員会 素案報告 

      ９月 16日       ＤＸ推進・行財政対策特別委員会 素案報告 

      ８月 26日～９月 25日  パブリックコメント（県民意見募集）実施 

 

３ プランの概要 

(1) 計画期間                 

令和８年度から令和 10年度まで（３年間） 

※デジタル技術の進展を踏まえ、柔軟かつ機動的に取組内容の見直しを実施 

(2) 策定に当たっての考え方                              

県民目線でのデジタル活用を図り、行政が率先して様々な課題にデジタルを活用するとと

もに、民間事業者等が自律的に挑戦できる環境を整備することで、県全体のデジタル化に繋

げる必要があることから、現行の２つのプランを統合・アップデートし、広島県においてデ

ジタル活用が当たり前に浸透するよう、ＡＩをはじめとする新たなデジタル技術を臨機応変

に県庁内や各施策に取り入れていくための考え方を示す。 

(3) 目指す姿 

   行政サービスの維持・向上や、より身近な手続のデジタル化を求める県民のニーズに応

え、広島県内のどこの地域に住んでいても快適なサービスが受けられ、時間や場所の制約な

く、すべての県民がデジタル化による利便性向上や豊かさの恩恵を実感できている状態を目

指す。 

(4) 取組の方向               

各施策分野全体のデジタル化を進める、「つなげる」「ひろげる」「たかめる」の取組方

針を定めるとともに、県民ニーズに応える行政分野におけるリーディングプロジェクトに取

り組む。また、ＡＩを目指す姿を実現するための中核的なデジタル技術と位置づけ、ＡＩ利

活用方針を定め、徹底的に活用していく。 

(5) 根拠法令 

官民データ活用推進基本法（平成 28 年法律第 103 号）第９条 

(6) 内容               

別紙のとおり。 

令和８年 10月 19日 
課 名 総務局ＤＸ推進課 
担当者 課長 生馬 
内 線 2473 

資料番号  総務８ 
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４ パブリックコメント（県民意見募集）の結果 

(1) 募集期間 令和８年８月 26日（水）～令和８年９月 25日（金） 

(2) 意見提出者数等 ９人・26件 

 (3) 県民意見募集における意見の概要及び対応 

ア 取組方針 

番号 意見の概要 県の考え方・対応方針 

１ 広域自治体である県と基礎自治体

である市町の役割分担を明確にすべ

きではないか。 

県の役割としては、広域的な視点から人材

確保・育成、先進事例や知見の共有、自治体

間の連携促進などを担い、各市町がそれぞれ

の地域特性や住民ニーズに応じた取組を進め

られる環境整備を行うこととしており、住民

に身近なサービスの提供や個別施策の実施に

ついては、各市町が地域の実情に応じて主体

的に判断し取り組むことを前提としていま

す。 

２ 「プランの位置付け」（５ペー

ジ）には庁内の計画体系上の位置付

けのみが記載されているが、本プラ

ンが官民データ活用推進基本法第９

条に基づく計画である旨（13ペー

ジ）を「プランの位置づけ」にも明

記すべきではないか。 

法令上の位置付けは計画の性格を理解する

上で重要な要素であると考えており、より明

確に示す意図から、本プランでは庁内におけ

る計画体系上の位置付けと法令上の位置付け

をそれぞれ記載しています。 

３ 行政手続や住民サービスが部局ご

とに分断されていることで、住民が

同じ情報を何度も提出しなければな

らないなどの負担が生じている。ま

た、庁内においても部署間の連携が

円滑に進まないことが、業務効率化

や住民サービス向上の妨げになって

いる。 

このため、部署横断で活用可能な

共通データ基盤の整備とＡＩの活用

を進めることで、住民一人ひとりに

寄り添った伴走型の行政サービスを

実現し、手続の簡略化や問い合わせ

対応の効率化を図るべきではない

か。 

「県民の多様な声を聞き、県民目線のサー

ビスに繋げる」ことや、「住民ポータル・デ

ジタル窓口」の取組を通じて、県民が必要な

サービスに統一された入口から円滑にアクセ

スできる環境の整備を進めることとしていま

す。また、「データ利活用環境の整備」や

「ＡＩ利活用方針」において、データやＡＩ

を活用しながら行政サービスや業務の高度

化・効率化を図る方向性を示しています。 
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イ リーディングプロジェクト 

番号 意見の概要 県の考え方・対応方針 

４ リーディングプロジェクトについ

て、どのような客観的指標や判断基

準に基づいて優先的に選定したのか

を明示すべきではないか。防災・減

災ＤＸやインフラ老朽化対策ＤＸ、

地域医療ＤＸがリーディングプロジ

ェクトとして大きく位置付けられて

いない理由や比較検討経緯を明らか

にすべきではないか。 

本プランは特定分野ごとの個別施策を定め

るものではなく、行政分野全体に共通するデ

ジタル・ＡＩ活用の方向性や基盤、人材育成

等を示す計画として整理しており、個別分野

におけるデジタル技術の活用については、本

プランに基づく共通基盤やデータ・ＡＩ活用

環境等を活用しながら、個別分野の施策・計

画において推進されるものとなります。 

また、リーディングプロジェクトは、県民

のデジタル化による利便性や豊かさの恩恵の

実感に繋がるよう、県民ニーズを踏まえ、取

り組む内容の一例として記載しており、特定

分野を優先順位付けしたものではなく、各施

策分野における目的の達成に向けてデジタル

技術の活用を推進していくこととしていま

す。 

５ 小規模事業者の現状や課題を踏ま

え、「ＤＸに取り組める後押しの必

要がある」と課題を整理している。

この課題認識をリーディングプロジ

ェクトにも反映すべきではないか。 

本プランは、広島県全体のデジタル・ＡＩ

活用を推進するための共通的な方向性や考え

方を示す指針として策定しており、リーディ

ングプロジェクトについては、県民ニーズや

各施策の変革を促すことなどを踏まえ整理し

ていますが、その成果やノウハウ、データ利

活用環境の整備、ＡＩ利活用環境の整備等を

通じて、企業を含む広島県全体のデジタル化

につなげることとしています。 

６ リーディングプロジェクトについ

て、ＤＸ推進部門以外に予算執行や

事業実施の責任を担う担当事業課

や、実施する市町における担当課や

実施責任主体を明確にすべきではな

いか。 

本プランに基づく具体的な取組について

は、それぞれの事業内容に応じて関係部局が

連携しながら推進するとともに、予算執行や

事業実施に当たっては所管部局において適切

に対応します。 

７ データ利活用環境整備を進めるに

当たり、公開データの機密性や個人

情報該当の有無を誰が判断し、公

開・非公開の最終責任を負うのか明

確にすべきではないか。現場事業課

とデジタル推進部門の責任分担ルー

ルを明示してもらいたい。 

データの取扱いに当たっては、関係法令、

条例、規程等に基づき適切に対応するととも

に、公開・非公開の判断についても、それぞ

れのデータの性質や利用目的等を踏まえて適

切に実施することが必要であると考えていま

す。具体的なデータ利活用の運用について

は、関係部局が連携しながら適切に対応して

まいります。 
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８ 中山間地域を含む市町では人的・

財政的リソースに差があることか

ら、県下一律ではなく、市町の実情

に応じた段階的な導入ロードマップ

を示すべきではないか。 

具体的な取組の進め方については、各市町

の実情や体制を踏まえながら、県と市町が連

携して検討・推進してまいります。 

９ 計画推進に当たり、県と市町が対

等な立場で課題調整や計画変更等を

協議できる実務協議会を設置すべき

ではないか。 

県民に身近な分野のデジタル化について

は、県と市町が連携しながら取組を進めるこ

ととしており、市町の自主性や地域の実情を

踏まえた推進を前提としています。具体的な

推進に当たっては、既存の連携体制や関係会

議等も活用しながら、県と市町の連携を図っ

てまいります。 

10 第３期自治体情報セキュリティク

ラウドについて、副首都機能や広域

バックアップ拠点としての役割を担

う高度なインフラとして整備するの

か、既存システムの更新にとどまる

のかを明確にすべきではないか。東

京都が構築しているような高度な自

治体セキュリティ環境と同等の水準

を、広島県と県内 23市町において

整備する方針があるのか。 

第３期自治体情報セキュリティクラウドの

具体的な機能や構成については、国の方針や

技術動向を踏まえながら、必要なセキュリテ

ィ水準を確保する観点から検討・整備を進め

てまいります。 

 

ウ ＡＩ利活用 

番号 意見の概要 県の考え方・対応方針 

11 生成ＡＩの活用は業務効率化に有

効である一方、職員の知識・スキル

習得の機会が減少し、人材育成に影

響を及ぼす懸念がある。そのため、

人材育成の観点を踏まえた活用を進

めるべきではないか。 

また、生成ＡＩの普及を踏まえ、

課題発見力、問題定義力、意思決定

力、生成ＡＩを適切に活用する能力

など、今後求められる能力を重視し

た人材育成へ転換するとともに、職

員のリスキリングや地域全体のＡ

Ｉ・デジタル人材育成を推進するべ

きではないか。 

ＡＩの利活用を進めるとともに、業務とデ

ジタル技術の双方を理解した「ＤＸ推進アン

バサダー」や、一般職員を「デジタル利活用

人材」として育成することとしており、デジ

タル技術を適切に活用できる人材基盤の強化

を図ることとしています。今後のＡＩ利活用

に当たっては、業務効率化のみを目的とする

のではなく、職員がＡＩの出力内容を適切に

確認・判断しながら活用できる能力の向上に

も配慮し、人材育成と両立したＡＩ活用に取

り組んでまいります。 

さらに、「若い世代が挑戦できる環境」の

取組では、ＡＩ教育プログラムやデータ利活

用人材の育成などを通じて、次世代のデジタ

ル人材育成に取り組むこととしています。 
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12 生成ＡＩの普及により、新規採用

職員などデジタル技術に慣れた職員

と、豊富な行政実務経験を有する既

存職員との間で、業務の進め方やデ

ジタル技術の活用に対する考え方の

違いが生じる可能性がある。そのた

め、双方がそれぞれの強みを学び合

いながら協働できる環境として、若

手職員がＡＩやデジタル技術の活用

方法を共有し、ベテラン職員が行政

実務や制度運用の知識・経験を伝え

るとともに、ＡＩ活用事例や業務改

善の知見を共有できる仕組みを整備

することで、組織全体のデジタル活

用力向上につなげるべきではない

か。 

今後の人材育成やＡＩ利活用を進める際の

参考とさせていただきます。 

13 Ｇ７広島サミットを契機として策

定された「広島ＡＩプロセス」への

言及をＡＩ利活用方針に位置付ける

べきではないか。また、ＡＩのブラ

ックボックス化や説明責任に関する

リスクへの対応として、オープンウ

ェイトモデルの普及・活用や、その

開発・普及への貢献についても位置

付けるべきではないか。 

ＡＩを取り巻く制度や技術は急速に変化し

ており、透明性や説明可能性を確保するため

の技術的手法についても今後変化していくこ

とが想定されます。このため、本プランで

は、安全性、信頼性、透明性、説明責任等を

総合的に考慮しながら、適切なＡＩ利活用を

推進する考え方を示しています。今後のＡＩ

利活用の推進に当たっては、国際的な議論や

国のガイドライン、技術動向等も参考としな

がら、取り組んでまいります。 

14 生成ＡＩを効果的に活用するため

には、単なるプロンプト作成技術で

はなく、人と生成ＡＩが対話を通じ

て認識や判断の前提を共有できる仕

組みが重要である。生成ＡＩは直前

の文脈に依存するため、複数の話題

を行き来するような対話では文脈の

混線や精度低下が発生する可能性が

あることから、対話の文脈を適切に

管理する「文脈エンジニアリング」

の考え方を導入し、職員がより自然

かつ効率的にＡＩを活用できる環境

を整備すべきではないか。 

生成ＡＩに関する技術や利用手法は急速に

進展しており、対話履歴管理、文脈管理の最

適化などの実現手法も日々進化しています。    

今後のＡＩ利活用の推進に当たっては、回

答品質の向上や職員の利便性向上、業務効率

化等の観点から、文脈管理を含む最新のＡＩ

活用手法や技術動向について情報収集を行い

ながら、適切な活用を検討してまいります。 
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エ その他 

番号 意見の概要 県の考え方・対応方針 

15 フィジカルＡＩなど県内製造業の

ＤＸ推進を県として支援してはどう

か。 

民間分野についてはＡＩ活用支援

や教育プログラムは記載されている

ものの、人材の確保・育成・定着な

ど、人材プールの形成に関する取組

が示されていないため、行政人材と

同様に位置付けるべきではないか。 

「企業が挑戦できる環境」として、共創に

より試行錯誤する環境の提供や、中小企業等

のＡＩ活用支援などを位置付けており、県内

企業のデジタル活用やＡＩ活用を後押しする

こととしています。また、ＡＩ利活用方針に

おいて、フィジカルＡＩなどの最新の技術動

向を調査していきます。 

民間分野の人材育成については、企業と連

携した若い世代向けＡＩ教育プログラムの実

施や、データ利活用人材の育成などを位置付

けており、県内企業における次世代人材の育

成につながる取組を進めることとしていま

す。 

16 県内事業者の受注機会の確保に関

する記載はなく、県内の小規模事業

者や新規事業者が行政分野のデジタ

ル化に参画できるよう、県内事業者

の受注機会の確保について、本プラ

ンに位置づけていただきたい。 

また、情報システム製品等につい

て、中国製品・中国企業製サービス

の導入や推奨を排除し、日本製・国

内企業製品を優先する方針を明記す

べきでないか。 

行政における調達については、関係法令等

に基づき適切に対応してまいります。 

なお、本プランにおいては、ＡＩやデジタ

ル技術を活用する際のリスクへの対応や、情

報システムのセキュリティ強化を重要な取組

として位置付けています。 

 

17 過去のＤＸ加速プランの成果・課

題の振り返りがなされていないので

はないか。 

現行のＤＸ加速プラン、行政デジタル化ア

クションプランの取組の成果や課題の整理を

行い、この中で明らかになった県民のデジタ

ル化による恩恵の実感が不十分であるという

課題の解決に向けて、２つのプランを統合・

アップデートし、広島県においてデジタル活

用が当たり前に浸透するよう、ＡＩをはじめ

とする新たなデジタル技術を臨機応変に県庁

内や各施策に取り入れていくための考え方を

示しています。 

18 子供の情報教育において、習熟度

には大きな差があり、一律の学習機

会だけでは十分に能力を伸ばせない

地域におけるボランティアによる人材育成

の取組については、今後の施策を検討する際

の参考とさせていただきます。 
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場合がある。意欲のある子供がさら

に学ぶことのできる学習機会とし

て、ボランティアの人が地域で人材

育成に取り組む仕組みを県や市が支

援してはどうか。 

19 公民館等で実施されている高齢者

向けのＩＴ相談では、類似の相談事

例が多数存在するため、相談内容を

蓄積・共有できる仕組みがあれば住

民支援に役立つ。 

地域におけるデジタル活用による知見の共

有については、今後の施策を検討する際の参

考とさせていただきます。 

20 オープンソースソフトウェア等の

デジタル公共財の普及及び利活用に

ついて、本プランに位置付けるべき

ではないか。デジタル公共財の活用

は、重複投資の回避、特定事業者へ

の過度な依存の防止、市町への横展

開等の観点から有効である。 

オープンソースソフトウェアの活用は、重

複投資の回避や相互運用性の確保、多様な主

体との連携等の観点から有効な場合があり、

今後の個別施策の実施に当たっては、費用対

効果、安全性、運用面の課題等を総合的に勘

案しながら適切に活用を検討してまいりま

す。 

21 行政事務の肥大化を避け、デジタ

ル化事業を縮小し、減税に財源を回

すべきではないか。 

デジタル化は、効率化と最適化を重視する

ものであることから、本プランでは業務プロ

セスの見直しや効率化を推進する方向性を示

しています。 

22 行政サービスのデジタル化やＡＩ

利活用において、日本国籍を有する

県民を最優先とする方針を明記し、

外国人向けの多言語対応や支援拡大

は行うべきではない。行政負担を増

やさない仕組みとすべきである。 

目指す姿として、「すべての県民がデジタ

ル化による利便性向上や豊かさの恩恵を実感

できている状態」を掲げています。 

 

23 民間事業者や市町のＤＸ推進等へ

の支援は負担であり、行政による詳

細な管理や関与は縮小すべきであ

る。また、ＡＩ利活用についても、

過度なガイドラインや監視体制では

なく、民間の自主性を尊重すべきで

ある。 

本プランでは、市町、事業者等がそれぞれ

の実情や課題に応じて自律的に取り組むこと

を前提としており、恩恵の実感に向けて、デ

ジタル化の最適化に繋がる取組を進めてまい

ります。 

24 本プランの策定に当たり、外部有

識者会議等の第三者組織を設置した

実績の有無、また、策定体制や有識

者・関係機関等の検討履歴を追記す

るべきではないか。 

法令等に基づき設置が義務付けられた附属

機関による審議を経て策定する計画ではな

く、計画策定のための外部有識者会議等の設

置はありません。本プランの内容について

は、パブリックコメント等を通じて広く意見

を伺いながら策定を進めています。 
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25 策定に当たり 23市町の実務担当

者とどのような協議を行ったのか、

会議体名称、開催時期及び回数等を

公表してほしい。市町実務担当者か

ら提出された意見について、どの意

見が反映され、どの意見が反映され

なかったのかを整理した意見対照表

を公表してほしい。 

本プランの策定に当たっては、ＤＸＳｈｉ

ｐひろしまの配属者や、市町担当者会議等の

場を活用し、意見交換を行いながら、考え方

を整理しました。 

個別具体の意見を踏まえ、大きな考え方の整

理に生かしたものもありますが、個別にいた

だいた具体的な意見の公表は控えさせていた

だきます。 

26 生成ＡＩの普及により、個人や民

間人材が高度な専門知識やノウハウ

を活用して価値を創出しやすくなっ

ており、副業や外部人材として行政

ＤＸ・ＡＩ活用に参画できる可能性

が広がっている。このため、民間で

培われたＡＩ活用の知見を行政に取

り込めるよう、副業人材や専門人材

の活用に関するルールや受入体制を

整備し、必要に応じて高度な専門人

材を柔軟に活用できる仕組みを検討

すべきではないか。 

庁内にはない民間人材のノウハウを活用す

ることは重要であり、中途採用や外部人材の

登用を行っております。引き続き、ニーズを

踏まえながら対応してまいります。 

  ※寄せられた御意見について、趣旨を損なわない程度に内容を要約又は分割して掲載してい

ます。 

 


